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「自立支援センターあおぞら」重要事項説明書 

 

 当事業所が、ご契約に対して多機能型事業所として指定就労継続支援Ｂ型事業、指定就

労移行支援事業、指定就労定着支援事業及び指定生活介護事業を提供するにあたり、厚生

労働省令に基づいて当事業所があなたに説明すべき内容は次のとおりです。 

(令和８年６月１日) 

 

１ 事業者の概要 

法人名 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

代表者 会長 堂野﨑 平 

所在地 〒737-2302 広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地 

連絡先 
電話 0823(40)2501     ﾌァｯｸｽ 0823(40)2502 

E-mail : jimukyoku@etajima-syakyo.org 

法人設立年月日 平成 16 年 11 月 1 日 

 

２ 事業所(施設)の概要 

事業所の種類 
令和 4年 4月 1日指定 (事業所番号 3413300074、3413300108) 

（令和 4 年 3 月 9 日 広島県指令障支第 4430 号） 

事業所の名称 自立支援センターあおぞら 

事業所の所在地 

（就労継続支援Ｂ型・就労移行支援・就労定着支援） 

〒737-2213 広島県江田島市大柿町大原字浜之内 700 番地 

 電話 0823(40)3501    ﾌァｯｸｽ 0823(57)5155 

 E-mail : sienaozora@galaxy.ocn.ne.jp 

（生活介護） 

〒737-2213 広島県江田島市大柿町大原 1068 番地 6 

 電話 0823(57)3820    ﾌァｯｸｽ 0823(57)3820 

 E-mail : yuyuhausu@globe.ocn.ne.jp 
管理者氏名 平谷 美樹 

サービス管理責任者 平谷 美樹 

サービス提供地域 江田島市全域 (その他の地域は協議が必要) 

定員 35 名(就労継続支援Ｂ型 20人 生活介護 9人 就労移行支援 6 人) 

第三者評価の実施状況 未実施 

開設年月日 平成 20 年 4 月 1 日 

 

３ 職員の体制 

(1) 就労継続支援Ｂ型 

職種 
常勤 非常勤 

業務内容 計 
専従 兼務 専従 兼務 

管理者  １   事業運営・従事者の管理 １ 

サービス管理責任者  １   個別支援計画の作成・調整 １ 

職業指導員 １  1  個別支援・就労継続支援 ２ 

生活支援員   ４ １ 日常生活支援・就労継続支援 ５ 

目標工賃達成指導員   １  目標工賃達成に向けた取組 １ 

(2) 就労移行支援 

職種 
常勤 非常勤 

業務内容 計 
専従 兼務 専従 兼務 

サービス管理責任者  １   個別支援計画の作成・調整 1 
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職業指導員 １    個別支援・就労継続支援 １ 

生活支援員    １ 日常生活支援・就労継続支援 １ 

就労支援員    １ 求職活動・職場定着支援 １ 

(3) 就労定着支援 

職種 
常勤 非常勤 

業務内容 計 
専従 兼務 専従 兼務 

サービス管理責任者  １   個別支援計画の作成・調整 1 

就労定着支援員    １ 職場定着支援 １ 

(4) 生活介護 

職種 
常勤 非常勤 

・業務内容 計 
専従 兼務 専従 兼務 

サービス管理責任者  １   個別支援計画の作成・調整 1 

医師   １  日常生活上の健康管理 １ 

看護職員    １ 日常健康管理の把握・支援 １ 

機能訓練指導員    １ 生活に必要な機能減退防止 １ 

生活支援員 ４  ４  日常生活支援 ４ 

 

４ 営業日及び営業時間 

営業日 
月～金(祝日含む)  ただし、 5月 3日～5日、12月29日～1月3日は休業とす

る。また、行事やイベント等により変更する場合があります。 

営業時間 
午前 9 時 00 分～午後 3 時 30 分 

ただし、利用者ニーズ(進行状況やイベント等)に応じて変更する場合があります。 

 

５ サービスの内容 

(1) 法定給付費(訓練等給付費及び介護給付費)対象サービス内容 

サービスの種類 サービスの内容 

相談及び援助 
利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等を把握し、

適切な相談、助言、援助等を行います。 

訓練及び支援 
一般就労や日常生活に必要な知識、能力の向上のための必要な訓練およ

び支援、その他の便宜を適切かつ効果的に行います。 

生産活動 

生産活動の機会を提供します。 

① 盆とうろうの作成  ②小物づくり  ③貝殻とおし  
④アルミ缶回収  ⑤施設外委託業務  ⑥その他必要な事業 

【工賃の支払い】 

上記生産活動における事業収入から必要経費を差し引いた額に相当する

金額を工賃として、生産活動に従事している利用者に支払います。 

送迎 サービスを利用しやすくするための送迎を行います。 

体験利用の支援 
相談支援事業所等の関係機関と連携を取りながら体験利用の支援を行い

ます。 

実習及び求職活動

等の施設外支援 

公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携を

取りながら職場実習の実施や、求職活動の支援の実施、職場定着の為の

支援を行います。 

自宅等訪問支援 

常時サービスを利用している利用者が、心身の状況の変化により5日以

上連続して利用がなかった場合は、居宅を訪問して利用状況を確認し、

月２回を限度として同意の上支援を行います。 

健康管理 日常生活上必要な服薬等の管理・記録を行います。また、医療機関との
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連携および協力医療機関と健康保持のための適切な支援を行います。 

(2) 法定給付費(訓練等給付費及び介護給付費)対象外サービス内容 

サービスの種類 内 容 金額 

食事サービス 
昼食は各自の任意です。配達弁当を斡旋しています。個人で

弁当を持参しても構いません。 
実費 

生産活動等 
生産活動を行う上でかかる費用であり、負担していただくこ

とが適当と勘案されるものです。 
実費 

就労に向けての支

援に必要な諸経費 

就労や実習に向けての支援のうち負担することが適当である

ものに係る費用をいただきます。 
実費 

日常生活上必要と

なる諸経費 

利用者の日常生活品の購入代金等や日常生活に要する費用で

あり、負担が適当であるものに関わる費用をいただきます。 
実費 

社会生活上の便宜

の供与等 

日常生活に必要な行政機関等への手続き等について、利用者

または家族が行うことが困難な場合、利用者の同意を得て代

行します。 

実費 

親睦会費 

毎月開催する利用者の親睦会「あおぞら会」の行事に参加す

る際、利用者 1 名につき、必要経費の半額相当を会費として

徴収します（参加希望者のみ）。 

回/必要経費

の半額相当 

その他 

必要に応じて利用者が負担することが適切と思われるものに

対し、実費を負担していただきます。その場合、利用者には必

ず同意を得るものとします。 

実費 

(3) 個別支援計画の作成 

全てのサービスは、「個別支援計画」に基づいて行われます。本事業所のサービス管理責任

者が作成し、利用者の同意をいただきます。なお、「個別支援計画書」は、1 部を利用者に交

付いたします。 

 

６ 利用料金 

(1) サービス利用料金 

事業所が法定給付費等を市町から直接受け取る(代理受領)を行わない法定給付費対象サー

ビスを提供した際は、 利用者から法定給付費対象サービスに要する額（特定費用を除く。）に

つき、厚生労働大臣が定める額が対象となります。事業所が代理受領を行う場合、 代理して

受領した額については、別途利用者にお知らせします。 

 

【就労継続支援Ｂ型事業の利用料金】 

訓練等給付費 
1 日の給付額 

6,840 円 

（福祉専門職員配置等加算Ⅰとして 1 日につき 15 単位を含む） 

（目標工賃達成指導員配置加算Ⅰとして１日につき 45 単位含む） 

以下の要件に該当するとき加算が行われます。  

① 利用開始から 30 日間初期加算として 1 日につき 30 単位加算 
② 欠席時対応加算として 1 日につき 94 単位加算 
③ 訪問支援特別加算として 1 回 1 時間未満につき 187 単位加算 

    （1 回 1 時間以上の場合は 280 単位加算） 

④ 送迎加算として片道につき 21 単位加算 
⑤ 就労移行連携加算として１回につき 1,000 単位加算 
⑥ 福祉・介護職員等処遇改善加算Ⅰロとしてサービス利用料金の合計額に対して 10.9％を
乗じた金額を加算 



 4

【就労移行支援事業の利用料金】 

訓練等給付費 
1 日の給付額 

5,390 円 

（福祉専門職員配置等加算Ⅰとして 1 日につき 15 単位を含む） 

以下の要件に該当するとき加算が行われます。 

① 利用開始から 30 日間初期加算として 1 日につき 30 単位加算 
② 欠席時対応加算として 1 日につき 94 単位加算 
③ 訪問支援特別加算として 1 回 1 時間未満につき 187 単位加算 

    （1 回 1 時間以上の場合は 280 単位加算） 

④ 送迎加算として片道につき 21 単位加算 
⑤ 移行準備支援体制加算として 1 日につき 41 単位加算 
⑥ 支援計画会議実施加算として 1 回につき 583 単位を加算 
⑦ 福祉・介護職員処遇改善加算Ⅰロとしてサービス利用料金の合計額に対して 11.9％を乗
じた金額を加算 

 

【就労定着支援事業の利用料金】 

訓練等給付費 
1 日の給付額 

27,680 円 

以下の要件に該当するとき加算が行われます。 

① 新たに計画を作成し支援を行った場合に初期加算として１月(１回を限度)につき 900 

単位加算 

② 利用者の就労定着支援計画に係る関係機関を交えた会議を開催し、連絡調整を行った場

合に定着支援連携促進加算として１回（１月につき１回、年４回を限度）579単位加算 

③ 福祉・介護職員処遇改善加算Ⅲとしてサービス利用料金の合計額に対して 5.1％を乗じ

た金額を加算 

 

【生活介護事業の利用料金】 

介護給付費 

1 日の給付額 

区分２以下 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 

10,250 円 10,910 円 11,810 円 15,540 円 19,640 円 

  ※上記給付額は、一日利用した場合の金額で、利用時間数によって変動します。 

（福祉専門職員配置等加算Ⅰとして 1 日につき 15 単位を含む） 

（人員配置体制加算Ⅰとして 1 日 321 単位を含む） 

以下の要件に該当するとき加算が行われます。 

① 利用開始から 30 日間初期加算として 1 日につき 30 単位加算 
② 欠席時対応加算として 1 日につき 94 単位加算 
③ 訪問支援特別加算として 1 回 1 時間未満につき 187 単位加算 
（1 回 1 時間以上の場合は 280 単位加算） 

④ 送迎加算（重度）として片道につき 28 単位加算 
⑤ 福祉・介護職員処遇改善加算Ⅰロとしてサービス利用料金の合計額に対して 9.7％を乗じ 
た金額を加算 

 

なお、利用者負担額の軽減等が適用される場合は、この限りではありません。障害福祉サービ

ス受給者証をご確認ください。 
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(2) 法定給付費(訓練等給付費及び介護給付費)対象外サービスの料金 

 上記 ５(2)法定給付費(訓練等給付費及び介護給付費)対象外サービス内容の料金の項目をご参

照ください。 

 

(3) 利用料金のお支払い方法 

① 前記(1)の法定対象サービス利用料金は翌月上旬に請求させていただきます。 
② 前記(2)の法定対象外サービス利用料金は、翌月の工賃支給日に工賃から、利用相当額を
差し引かせていただくことができます。 

③ 現金払いの他、口座引落も可能です(引落手数料は、事業所が負担します)。領収書は、手
交または郵送を通じて発行します。 

④ 送迎については、利用者の負担が適当と勘案され、かつ自動車を使用する場合には、通常
事業の実施区域を超えた地点から実費を徴収することとし、1ｋｍあたり 20 円を徴収さ

せていただきます。 

 

７ 利用者の記録及び情報の管理等 

事業所は、法令に基づいて利用者の記録及び情報を適切に管理し、利用者の求めに応じてそ

の内容を開示します。また、記録及び情報については、契約の終了後５年間保管します。 

 

８ 秘密の保持及び個人情報使用の同意 

事業所とその従業者は、業務上知り得た利用者またはその家族等に関する個人情報を厳正に

とり扱います。また、正当な理由なく第三者に漏えいしません。 

ただし、例外として次の各号については、利用者の福祉向上の為、関係法令および利用者の

人権を尊びながら個人情報の提供を行います。個人情報を提供できる期間は、契約締結日から

契約終了までの期間とします。 

(1) 個別支援計画の作成や見直しを目的としたサービス担当者会議等 

(2) サービス提供困難時等の事業者間の連絡 

(3) 病状急変が生じた場合等の医療機関への連絡 

(4) 訓練等給付費及び介護給付費にかかる行政機関への報告 

(5) 生命、財産の保護を前提とした場合の関係機関等への連絡 

(6) その他サービス提供上必要な事項 

 

９ 緊急・事故発生時の対応 

(1) 事業所が提供するサービスを通じて事故が発生した場合は、事業所の「緊急時対応マニュ

アル」「災害時対応マニュアル」に基づき、関係市町、利用者の家族、または利用者が指定す

る者に報告を行い適切な対応を図ります。 

(2) 事業所の責任に帰すべき事由により事故が発生し、利用者に損害を与えた場合は、事業所

がその損害を賠償する義務を負います。ただし、事業所に故意過失がない場合はこの限りで

はありません。 

(3) 事業所は、事故発生に備えて損害賠償保険（社協の保険）に加入しています。 

(4) 緊急時の医療体制は、利用者が指定する医療機関、または事業所の協力医療機関での診療

を依頼する等の対応に努めます。 

【協力医療機関】 

協力医療機関名 住所 連絡先 

吉田病院 江田島市江田島町津久茂 2-6-2 ℡ 0823(42)1100 
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10 感染症の発生及びまん延等に関する取り組み 

事業所は、感染症の発生又はまん延を防止するため、次に掲げる取り組みをします。  

(1) 感染予防委員会を定期的に開催、指針の整備 

(2) 職員に対し、研修及び訓練（シミュレーション）を年２回以上実施 

(3) 前２号を適切に実施するための担当者を設置 

 

11 非常災害対策 

(1) 事業者は、非常災害時においては、利用者の安全第一を優先し、 常に関係機関と連絡を密

にし、迅速適切な対応に努めます。 

(2) 事業所は、感染症や災害が発生した場合、必要なサービスを継続的に提供するため、次に

掲げる取り組みを行います。 

  ア 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

  イ 職員に対し、業務継続のための研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

 

12 虐待の防止 

  利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、下記の対策を講じます。 

(1) 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止責任者 在宅福祉課長  前 清美 

(2) 成年後見制度の利用を支援します。 

(3) 苦情解決体制を整備しています。 

 (4) 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修を、年１回以上実施します。 

 (5) 虐待防止委員会を設置し、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証、再発防止策の検討な

どを行います。 

 

13 身体拘束等の適正化 

身体拘束等の適正化を図るために、下記の対策を講じます。 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を設置します。 

 (2) 身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

 (3) 従業者に対する身体拘束等の適正化のための研修を年１回以上実施します。 

 

14 苦情・虐待・相談等 

事業所が提供するサービスに関するご苦情、ご相談、または虐待等に関するお問合せは、次

の窓口で対応します。 

(1) 当事業所の窓口(自立支援センターあおぞら) 

電話番号 ０８２３（４０）３５０１ 

FAX 番号 ０８２３（５７）５１５５ 

E-mail sienaozora@galaxy.ocn.ne.jp 

対応時間 
月～金 (祝日を含む。5/3～5/5、12/29～1/3 除く) 

午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

苦情受付担当兼 

虐待防止担当者 平谷 美樹（管理者兼サービス管理責任者） 

苦情解決責任者 藤井 伸（事務局長） 
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(2) 公的機関の窓口 

江田島市福祉保健部 

社会福祉課社会福祉係 

電話 ０８２３（４３）１６３８ 

FAX 番号 ０８２３（５７）４４３２ 

対応時間 月～金(祝日・12/29～1/3 を除く) 

江田島市障害者生活 

支援センター 

(指定相談支援事業所) 

電話 ０８２３（２７）８８８０ 

FAX 番号 ０８２３（２７）８８８９ 

対応時間 月～土(祝日・12/29～1/3 を除く) 

E-mail etajimasien@iris.ocn.ne.jp 

運営適正化委員会 

電話 ０８２（２５４）３４１９ 

FAX 番号 ０８２（５６９）６１６１ 

対応時間 月～金(祝日・12/29～1/3 を除く) 

E-mail soudan@hiroshima-fukushi.net 

  

15 職員 

(1) 事業所は職員の質的向上を図るために、次のような研修の機会を設けるものとして、業務

体制についても検証、整備しています。 

ア 採用時研修 採用後３か月以内 

イ 継続研修 年１回 

(2) 職員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持するとともに、職員でなくな

った後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容としていま

す。 

(3) 職員に対する金品・物品・飲食等のおもてなしは、堅くご遠慮させて頂きます。 
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「自立支援センターあおぞら」利用契約書 

 

利用者と自立支援センターあおぞら(以下事業所といいます)は、事業所が利用者に対して提供

する指定就労継続支援 B 型事業、指定就労移行支援事業、指定就労定着支援事業及び指定生活介

護事業について、次のとおり契約を締結します。 

 

 (契約の目的) 

第 1 条 この契約は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等関係法令

の理念に則り、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう利用者に対し

て就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、知識及び能

力の向上のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うことを目的とします。 

 (契約期間) 

第 2 条 この契約の契約期間は、契約締結の日から障害福祉サービス受給者証が定める支給決定

期間満了日までとします。 

２ 上記契約期間満了日の７日前までに、利用者から事業所に対し、文書または口頭による解約

の申し出がなく、かつ、支給決定期間終了後も引き続き支給決定がなされたときは、本契約は

自動的に更新されるものとします。 

３ 利用者から契約終了の申し出がなされた場合、事業所は他の事業所を紹介する等、必要な措

置をとります。 

 (個別支援計画) 

第 3 条 サービス管理責任者は、利用者の置かれている環境及び日常生活の状況等を通じて、利

用者及びその家族が希望する生活や課題を明らかにし、適切な支援内容の把握に基づき到達目

標を設定し、サービス担当者会議を経て個別支援計画を作成します。 

２ 個別支援計画の内容について、利用者とその家族に対して説明し文書により同意を求めます。 

３ 個別支援計画作成後、6か月に1回以上個別支援計画実施状況の把握を行い、必要に応じて個

別支援計画の変更を行います。変更については利用者とその家族に説明し、文書により同意を

求めます。 

(サービス内容) 

第 4条 事業所は、個別支援計画に基づいて、「重要事項説明書」に記載されているサービス内容

を提供します。 

２ サービス提供は、事業所の職業指導員、生活支援員等の従事者が行います。 

３ サービスの提供については、利用者の心身の状況に応じて自立の支援と日常生活の充実に資

するように、適切な技術を持って行います。 

４ 利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場になってサービスを提供します。 

５ 常時サービスを利用している利用者が、心身の状況の変化等により 5 日以上連続して利用が

なかった場合、居宅を訪問して相談および支援を行います。 

 (利用料金) 

第 5 条 利用者は、「重要事項説明書」に記載されている法定給付費対象サービス内容の料金(厚

生労働大臣の定める額。但し軽減等の適用有)を支払います。ただし、法定給付費等については、

事業所が市町から代理受領をした場合は、利用者は直接支払う必要はありません。 

２ 事業所は、利用者が法定給付費対象外サービス内容を受ける場合は料金を請求します。 

３ 事業所は、サービス利用に当たってあらかじめ利用者に対しサービスの内容及び料金につい

ての説明を行い、利用者の同意を得ます。 

 (利用料の支払い方法) 

第 6 条 利用者は前 5 条に定める利用料金を月ごとに支払います。 

２ 事業所は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月上旬に発行します。 

３ 利用者は、請求された金額を「重要事項説明書」に記載された方法等により支払います。 

４ 事業所は、利用者から利用料金を受領した時は、利用者に領収書を発行します。ただし、現金
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払いや口座引落等の支払い方法の差異により、領収書の発行月にも差異が生じます。 

 (生産活動及び就労に向けての支援と工賃の支払) 

第 7 条 事業所は、個別支援計画においての生産活動の内容や職場実習の実施、求職活動の支援

の実施、職場定着の為の支援の内容を定め、利用者に対して生産活動及び就労にむけての支援

の機会を提供します。 

２ 利用者の心身の状況や意向、適性、障害の特性、その他の事情を踏まえて支援を行います。  

３ 作業時間や作業量が、利用者に過重な負担とならないように配慮します。  

４ 生産活動や就労に向けての支援の機会の提供に当たっては、防塵設備又は消火設備等を設置

して安全に配慮します。 

５ 事業所は、生産活動及び就労に向けての支援(職場実習)における事業収入から必要経費を控

除した額に相当する工賃を、工賃要綱に従い生産活動に従事された利用者に支払います。 

６ 公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携を取りながら就労に向

けての支援を行います。 

 (他のサービス提供者との連携) 

第 8 条 事業所は、地域や家庭との結びつきを重視し、市町、障害者福祉の増進を目的とする関

係機関、その他の保健医療サービスまたは福祉サービスを提供する者との連携に努めます。 

 (説明義務) 

第 9 条 事業所は、契約に係る内容について利用者の質問等に対して適切に説明します。 

２ 利用者の記録及び情報は適切に管理し、利用者の求めに応じてその内容を開示し、記録及び

情報については、契約の終了後 5 年間保管します。 

 (相談及び援助) 

第 10条 事業所は、利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等を把握し、適切

な相談、助言、援助を行います。 

 (健康管理) 

第 11条 事業所は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための適切な措置

を講じます。 

２ 事業所は、サービスの提供にあたって、利用者の生命や身体の安全確保に配慮するとともに、

非常災害及び衛生管理等に必要な具体的なマニュアル、計画、連絡体制を講じます。 

 （緊急時の援助） 

３  

第 12条 事業所は、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合には速やかに利用者の

指定する医療機関または協力医療機関での診察を依頼します。 

２ 前項のほか、利用中に利用者の心身の状態が変化した場合、利用者及びその家族が指定する

者に対し緊急に連絡します。 

 (身体拘束の禁止) 

第 13条 事業所は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

 (虐待防止のための措置) 

第 14条 事業所は、虐待防止のための体制を整備するとともに、利用者の人権の擁護・虐待の防

止等のため、次の措置を講ずるよう努めるものとする。 

(1) 虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

(2) 成年後見制度の利用支援 

(3) 苦情解決体制の整備 

(4) 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

 (個人情報の保護) 

第 15条 事業所及びその従業者は、社会福祉法人江田島市社会福祉協議会の「特定個人情報保護

規程」を遵守し、利用者に対するサービスの提供にあたって知り得た情報の保護に努めます。

この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 
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２ 事業所は、その従業者が退職後、在職中に知り得た利用者又はその家族の個人情報の漏えい

がないよう適切な措置を講じます。 

３ 事業所の過失により、利用者又はその家族の個人情報が漏えいして損害が生じた場合、事業

所は損害賠償を負う責任を持ちます。 

 (個人情報の使用) 

第 16条 事業所は、次の各項のいずれかに該当する場合には、利用者又はその家族の個人情報に

ついて、必要最小限の範囲内で使用することができるものとします。 

(1) 個別支援計画の作成や見直しを目的としたサービス担当者会議等 

(2) サービス提供困難事等の事業者間の連絡 

(3) 病状急変が生じた場合等の医療機関への連絡 

(4) 法定給付費にかかる行政機関への連絡 

(5) 生命、財産の保護を前提とした場合の関係機関への連絡 

(6) その他サービス提供上必要な事項 

２ 事業所は、利用者又はその家族の個人情報を使用した場合、かかる記録を保持し、求めに応

じて開示します。 

３ 事業所は、個人情報を使用する場合、必要最小限度の情報に留め、関係者以外に漏えいする

ことがないよう細心の注意を払います。 

 (苦情解決) 

第 17 条 利用者又はその家族は、提供されたサービスに苦情がある場合、「重要事項説明書」に

記載されている苦情相談他の窓口へ、いつでも苦情を申し立てることができます。 

２ 事業所は、苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立てまたは

相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。 

３ 事業所及びその従業者は、社会福祉法人江田島市社会福祉協議会の「苦情解決に関する処理

要綱」が定めるとおり、利用者又はその家族が苦情申し立てを行ったことを理由として、何ら

かの不利益な取り扱いをすることはありません。 

 (利用者の解約権) 

第 18条 利用者は、事業所に対していつでも本契約の解除を文書または口頭により申し入れでき

ます。この場合、3 日以上の予告期間をもって届け出るものとします。 

 (事業所の解約権) 

第 19条 事業所は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し 2週間以上の予告期間を置

いて理由を示した文書を通じて本契約を解除することができます。ただし、利用者が以下の事

由に該当する場合には、文書を通じてただちに本契約を解除することができます。 

(1) 利用者が、契約締結時にその心身の状況および病歴等の重要事項について、故意にこれを

告げず、または不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた

とき。 

(2) 利用者が、故意または重大な過失により事業所およびその従業者、他の利用者やその家族

に生命・身体・財物・信用を傷つけることなどによって、契約を継続しがたい重大な事情を

生じさせ、再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、このサービス利用契約の目

的を達することが困難となったとき。 

(3) 利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めたとき。 

２ 事業所は、前項によりこの契約を解除する場合には、このサービス提供の調整に係った関係

機関、市町と協議し、必要な措置をとることとします。 

 (利用料の滞納) 

第 20条 利用者が、正当な理由なく事業所に支払うべき利用料の自己負担分を 3か月以上滞納し

た場合には、事業所は利用者に対し、１か月以上の期間を定めて期間内にその支払いがない時

は、この契約を解除する旨の催告をすることができます。 

２ 事業所は、前項の催告をした場合には、第19条第 2項と同様の措置を取り、個別支援計画の

変更や、一般施策に基づくサービスの利用を図る等の調整を行います。 
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３ 事業所は、前項の措置を講じた上で、利用者が第 1 項の期間内に滞納額の支払いをしなかっ

た時は、文書を通じてこの契約を解除することができます。 

 (契約の終了) 

第 21条 利用者および事業所は、次にいずれかに該当する場合には、この契約は終了するものと

します。 

(1) 利用者がサービス利用に困難な遠方地へ転出または死亡したとき。 

(2) 第 18 条に基づき、利用者から契約解除の意思表示がなされたとき。 

(3) 第 19条に基づき、事業所から契約解除の意思表示がなされ、予告期間が満了したとき。 

(4) 利用者が施設に入所し、サービスが利用できなくなったとき。 

(5) 利用者の障害支援区分の見直しが行われ、障害福祉サービス受給者証の記載において、利

用ができなくなったとき。 

(6) 天災、災害、事業所の倒産その他やむを得ない理由により、サービスを提供することがで

きなくなったとき。 

(損害賠償) 

第 22 条 事業所は、サービスの提供によって事故が生じた場合、速やかに関係市町および利用

者の家族等に連絡して必要な措置を講じます。また事故状況および処置について記録します。 

２ 事業所は、サービスを提供するにあたって事業所の責と帰すべき事由により利用者に損害を

与えた場合、速やかに賠償します。 

 (身元保証人) 

第 23条 事業所は、利用者に対し、身元保証人を求めることがあります。ただし、利用者に身元

保証人をたてることができない相当の理由が認められる場合は、その限りではありません。 

２ 身元保証人は、次の各号の責任を負います。 

(1) 利用者の責により事業所に損害を与えた場合、利用者と連携して当該の損害を賠償します。 

(2) 契約解除または契約終了の場合、利用者の状態に見合った適切な受け入れ先の確保に努め

ます。 

 (契約外条項等) 

第 24条 本契約に定めのない事項については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律その他関係法令の定めるところを尊重し、利用者及び事業所の協議により定めま

す。 

２ この契約書は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づくサー

ビスを対象としたものであり、利用者がそれ以外のサービスを希望する場合には、協議の上別

途契約するものとします。 

 （裁判所轄） 

第 25条 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合には、利用者および事業所は、利用者の住

所地を所轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 
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私(事業者)は、利用者がサービスを利用する前に、サービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事

項について説明しました。 

 

重要事項説明年月日        年   月   日 

 

事 業 者  所 在 地  広島県江田島市能美町鹿川2060番地 

法 人 名  社会福祉法人江田島市社会福祉協議会 

代 表 者   会長 堂野﨑 平              ㊞ 

 

事 業 所   自立支援センターあおぞら 

説 明 者                        

 

 

私(利用者)は、事業者からサービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事項について説明を受

け、同意をしたので、本契約を締結します。 

 契約締結を行うにあたり、本書を２通作成し、利用者と事業者は署名押印の上、１通ずつ保有するも

のとします。 

 

   年   月   日 

 

    利用者  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

家 族  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        

 

    代理人  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        
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利用契約における個人情報使用同意書 

 

 私（利用者及びその家族）の個人情報について、以下の記載するところにより必要最小限度の範囲内

で使用することに同意します。 

 

１ 使用する目的 

事業者が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための制度に関する法令並びに社会

福祉法に従い、私への個別支援計画に基づいて、円滑に指定生活介護サービス、指定就労移行支援サー

ビス、指定就労定着支援並びに指定就労継続支援B型サービスを提供するために実施されるサービス担

当者会議の他、以下の事項に対して使用できるものとする。 

⑴ 私が利用する他のサービス事業者等との情報共有 

⑵ 事故や苦情等による関係機関への報告 

⑶ 緊急時における医師や関係機関への報告 

⑷ その他障害福祉事務に必要な場合 

２ 使用する条件 

⑴ 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関係者以

外には決して漏れることがないように細心の注意を払うこと。 

⑵ 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録すること。 

３ 個人情報の内容(※) 

氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、事業者がサービスを提供するために最小限必要な利用者

や家族個人に関する情報。 

（※）「個人情報」とは、利用者個人及び家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は

識別され得るものをいいます。 

 

 

  年  月  日 

 

 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

  自立支援センターあおぞら  様 

 

    （利 用 者） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 

    （利用者家族） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 

    （代 理 人） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 

 


